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近年，健康増進や経済活動の活性化のために，歩くことを推奨する動きが活発化している．本研究では，

PT（パーソントリップ）調査において代表交通手段が徒歩となる時の要因や移動者の個人属性を把握する

ことで，徒歩による移動が活発な地域の特徴を示す歩行傾向指標を算出し，その歩行傾向指標の空間的分

布を確認し，都市政策の評価に応用できることを示すことを目的としている．そこで，目的変数を首都圏

PT 調査において徒歩を選択したか否かとし，説明変数を個人属性，トリップ属性，土地利用，事業所密

度，従業員密度，小売業施設種類，小売業施設多様性及びトリップ距離として，ロジスティック回帰分析

を行った．その結果，特にコンビニエンスストア，デパート，医療・美容品店，衣料品店，家庭用品店が

多い地域や，小売業施設の多様性が高い地域は代表交通手段が徒歩であることに寄与するとわかった． 
 
Key Words: Walking propensity index, Walkability, Person trip survey, Logistic regression, Diversity of 

retail stores 
 
 

1. 序論 
(1) 研究の背景 
近年では，平均寿命が著しく伸びており，人々の健康

水準の向上には目覚ましいものがあるが，人口の高齢化

などに伴い，生活習慣病の増加が解決すべき課題となっ

ている 1)．また，社会保障費や高度な医療が必要な人々

の数が増加しつつあり，このような問題を解決するため，

健康寿命の増進や未病改善に大きな関心が集まってい

る 2)． 

そのため，各自治体や厚生労働省は健康寿命延伸のた

めの様々な取り組みを行っている．例えば，厚生労働省

では，健康増進普及月間という取り組みを行っており，

インターネットやポスターを使った広報活動や，ウォー

キングなどの運動イベントの開催を通して人々の健康増

進に貢献しようとしている 2)． 

わが国では，運動不足によって毎年多くの人が健康を

害しており，2018 年に厚生労働省が公表した資料による

と，運動不足が原因で亡くなった人の数は 2007 年時点

で 5 万人に上るとされている 3)．また，近年の外出自粛

の影響により，１日当たりの歩数が減少し，健康に何ら

かの影響が出ている可能性もある．したがって，人々に

歩行をはじめとする運動を促し，これらの健康被害を未

然に防止する必要がある 4)． 
健康状態を維持し，未病改善や社会保障費の軽減を実

現していく際には，日常生活の中での運動を促していく

必要がある 5)．しかしながら，2018 年に行われた国民健

康・栄養調査結果では，運動習慣のある者の割合は男性

で 33.4%，女性で 25.1%という結果となり，30 代女性で

は，9.4%と最も低い値となった 3)．このため，個人の努

力に頼った運動による健康改善では，一部の人でしか健
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康の増進につなげることができない状況である．したが

って，より多くの人々の運動習慣を改善していくために

は，日常生活の中で運動が行えるような環境を整備して

いく必要がある．また，スポーツ庁では，10 分から 20 
分の歩行を追加で行うことによって，がんや糖尿病の予

防に効果があるとしており，「通勤時は 1 駅手前から歩

いてみる」「会社の昼休みに行くコンビニエンスストア

を少し離れたお店にしてみる」などの短時間の歩行を積

極的に行うことを呼び掛けている 5)． 
都市計画による運動習慣改善の可能性も指摘されてい

る．国土交通省が 2019 年に公表した，まちの活性化を

測る歩行者量調査のガイドライン 6)では，一日あたり

1500 歩多く歩行することによって，1 人あたり年間約 3 
万 5 千円の医療費削減につながるとされている 7)．加え

て，店舗数，売上高，地価といった地域の経済指標と歩

行者量の間には一定の相関がみられた 6)．そのため，

人々に歩行を促していくことは，地域の活性化にもつな

がる可能性がある． 
したがって，人々が徒歩での移動をする要因などを把

握し，それらを考慮に加えた都市計画を検討することに

よって，人々の健康増進に貢献していくことが可能とな

る 8)． 
一方で，公共交通を利用することで，歩行量が増加し

て，医療費抑制効果もあるとする研究がある．村田・室

町 9)は，自動車通勤をするかしないかによる歩行量の差

が，BMI(Body Mass Index)に影響を与えていることを確認

している．難波・室町 10)は，歩道整備率と通勤時の身体

活動量との相互関係，徒歩が好きという因子と通勤交通

手段の相互関係を調べている．柳原・服部 11)は，高齢者

の 1 日の生活活動と歩行量の調査から，公共交通利用は

車利用より 1 日の歩行量を増加させることを明らかにし

ている．高橋ら 12)は，地域公共交通利用が医療費抑制効

果に与える影響について，歩行量データからその効果を

明らかにしている． 

さて，都市における歩行者交通を考えるとき，ウォー

カビリティ(Walkability)に関連する研究が近年は多い．ウ

ォーカビリティと健康をめぐる歴史的経緯と近年までに

蓄積された研究成果のレビューは，中谷・埴淵 13)に詳し

いが，都市空間の評価という観点では，以下の 2つの研

究が挙げられる． 
金井ら 14)は，草津川跡地公園とその周辺地域において，

アンケート調査からウォーカビリティ指標

(WalkabilityIndex)の算出を行い，歩行空間整備前後の，居

住者の歩行活動量の変化を明らかにした．その結果，道

路ネットワークが変化し，居住地からの到達圏が増加す

ることでウォーカビリティ指標に変化が生じることを示

した． 

伊藤ら 15)は，高田馬場を対象地域としたケーススタデ

ィを通じて，歩行行動の欲求段階モデルの理論と都市環

境，都市構造に関する指標を用いて，歩行の質の評価を

行った．その結果，安全性や快適性を欠いている街路で

歩車分離を推進していくことの重要性，また，街路が形

成された歴史的経緯や街路ネットワークを踏まえた歩行

環境の質的評価の必要性を指摘した． 
 
(2) 研究の目的 
 本研究では，1)PT（パーソントリップ）調査において

代表交通手段が徒歩となる時の要因や移動者の個人属性

を把握すること，2)その結果を踏まえて，徒歩による移

動が活発な地域の特徴を示す歩行傾向指標を算出するこ

と，3)その歩行傾向指標の空間的分布を確認し，都市政

策の評価に応用できることを示すことを目的とする． 
このような研究の目的に関連する研究として，PT 調

査を活用し，徒歩交通に着目した下記のものが挙げられ

る．谷口ら 16)は，万歩計を用いた独自調査で個人の歩行

実態を明らかにし，その結果を全国 PT 調査に組み合わ

せることで，各住区居住者の個人歩行量を推定した．そ

の結果自動車利用より公共交通利用の方が，単位時間歩

行量が大きいこと，土地利用，人口密度，駅までの距離

によって居住者の移動歩行量に差が生じていることなど

を示した． 
孔ら 17)は，徳島都市圏 PT 調査から 1983 年と 2000 年に

おける交通行動による身体活動量を明らかにするととも

に，世帯密度，交通手段選択率などの地域特性と身体活

動量との関係を考察するために，様々な分析を行った．

その結果，身体活動量は第 3 次産業事業所数や世帯密度

などと正の相関があることなどを確認した． 
清水ら 18)は，PT 調査を用いて，移動目的・移動手段

と移動時間の関係性を示すとともに，どのような地域の

居住者が徒歩移動で生活を実現しているのかを把握した．

その結果，徒歩での生活圏においては 15 分圏・30 分圏

が重要な活動圏となっており，駅周辺の施設集積が充実

した地域において，徒歩移動による活動割合が高いこと

を示した． 
これらの既往研究を念頭に置きつつ，本研究の特徴を

述べる．本研究は，交通行動と個人属性という PT 調査

の内容と，土地利用や，事業所数と従業者数や小ゾーン

ごとの小売業施設の多様性など，交通以外の統計や資料

から得られる地域の特徴を，徒歩交通に関連付けるもの

である．用いるデータは大サンプルであるので，統計的

な分析手法を用いるのがふさわしく，そして都市計画の

実務でも活用しやすい，複雑ではない分析方法を採用し

ている． 
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2. 分析手法と変数の概要 
(1) 分析手法 

 本研究では，代表交通手段が徒歩であるか否かを目的

変数として，ロジスティック回帰分析を行う．説明変数

は，個人属性や，小ゾーン内の土地利用割合，事業所数

及び従業者数，小売業施設種類やトリップ距離などであ

る．なお，AIC が最小となるモデルを選択するステップ

ワイズ法を利用して変数選択をしたので，準備したすべ

ての変数が結果に含まれているとは限らない． 
そして，ロジスティック回帰の結果から以下の式で，

小ゾーンごとの歩行傾向指標を算出する． 

𝑊𝑊𝑧𝑧 = 𝑝𝑝1𝑥𝑥1𝑧𝑧 + 𝑝𝑝2𝑥𝑥2𝑧𝑧 + ⋯+ 𝑝𝑝𝑁𝑁𝑥𝑥𝑁𝑁𝑧𝑧 = �𝑝𝑝𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑁𝑁

𝑛𝑛=1

(1) 

𝑊𝑊𝑧𝑧 ：小ゾーン zにおける歩行傾向指標 
𝑝𝑝𝑛𝑛 ：n番目の説明変数のパラメータ(n=1, 2, 3, …, N) 
𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛 ：小ゾーン zにおける n番目の説明変数(n=1, 2, 

3, …, N) 
 

(2) 目的変数の概要 
 目的変数は，2018 年の第 6 回東京都市圏 PT 調査の個

票データにおいて，「代表交通手段が徒歩であること」

か否かである．研究実施時点で最新である 2018 年の第

6回東京都市圏PT調査は，東京都・神奈川県・千葉県・

埼玉県・茨城県南部の住民を対象とし，個人属性や代表

交通手段等を把握したものである 19)．小ゾーン数は1660，

個票数は約 117 万件，うち代表交通手段が徒歩であっ

たのは約 9013 万件である．なお，アクセス・イグレス

交通での歩行など，代表交通手段が徒歩でない，公共交

通など別の交通手段に付随する徒歩トリップは含めてい

ない．これは，身近な地域を徒歩で移動することが重要

であり 18)，公共交通に関連した研究がある程度存在する

ためである．また，本研究では小ゾーン内の移動のみに

限定しており，また年齢も 14 歳以下を除いた理由は，

徒歩での移動において小ゾーンを跨ぐ移動は数少なく，

また 14 歳以下の場合は，ほとんど徒歩をで移動するか

らである． 

 

(3) 説明変数の概要 
a) 個人属性やトリップ属性 

 2018 年の東京都市圏 PT 調査の個票データの性別，

年齢階層，就業形態，移動目的，到着地及び出発地の施

設種類の 6項目をダミー変数にした．これらの変数によ

り，各トリップの移動者の個人属性，移動目的，出発地

及び到着地の施設種類が，どのようなものであると，そ

の移動は徒歩になる傾向が強いかということがわかる． 
年齢階層は，4歳以下，5歳から9歳，．．．，80歳か

ら 84歳，85歳以上というように，5歳刻みに 17階層あ

るが，本研究においては，14 歳以下は主に通学の行動

が主で交通手段としての選択として徒歩を選ぶ傾向がか

なり高いため，14 歳以下を除いた 14 個のダミー変数で

ある． 
就業形態は，自営業主・家族従業者，正規の職員・従

業員など 10種類あるので，9個のダミー変数である． 
移動目的は，勤務先へ（出勤・帰社），通学先へ（登

校・帰校），日用品の買物へなど 20 種類あるので，19
個のダミー変数である． 
出発地及び到着地の施設種類は，住宅・寮，学校・保

育・文化施設，医療施設など 15 種類あるので，14 個の

ダミー変数である． 
b) 土地利用 
 国土数値情報 20)の土地利用細分メッシュ（3 次メッシ

ュ 1/10細分区画）（100mメッシュ）から小ゾーンごと

の土地利用割合を求めた．2018 年に最も年次の近い

2016 年のデータを用いた．小ゾーンの境界にメッシュ

がかかる場合は，面積按分をした．この変数により，各

トリップの移動者の出発地及び到着地の土地利用が，ど

のようなものであると，その移動は徒歩になる傾向が強

いかということがわかる． 
対象地域の土地利用細分メッシュにより求めた，土地

利用の割合を，図-1 に示す．土地利用の種類は 12 種類

である．建物用地，森林，田，その他の農用地の順に割

合が多く，約6割が建物や都市施設以外の用途で使われ

ていることがわかる．陸域の土地利用割合を用いるため，

研究対象地域全体でおよそ 5%にあたる海浜，海水域，

河川地及び湖沼を水域として扱い，説明変数には含めな

かった． 
 

 
図-1 対象地域の土地利用割合(メッシュ割合) 

c) 事業所数と従業者数 
経済センサス活動調査 21)の産業（大分類）別民営事業

所数及び男女別従業者数から，民間事業所の数，および

従業者数を集計した．公開されているデータの中で2018
年に最も近い 2016 年の統計を用いた．町丁・大字別で

集計されていたので，合算したり面積按分したりして小

ゾーンに合わせて集計しなおした．そして，それぞれ事

業所密度と従業者密度にするため，小ゾーン面積で除し

た． 
この変数から，小ゾーンごとの事業所密度や従業者密

度が，どのようなものであると，そこでの移動は徒歩に

なる傾向が強いかということがわかる． 
産業分類は，農林漁業，情報通信業，宿泊業，飲食サ
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ービス業など 19種類である． 
d) 小売業施設種類 
 座標付き電話帳 DBテレポイント 22)から，小売業店舗

数を集計した．このデータは，株式会社ダイケイで独自

に制作している電話帳データベース「テレデータ」に対

応する緯度・経度を追加したデータである．緯度・経度

から，地図上の位置を特定することができ，どの場所に

どのような種類の建物があるかを明らかにすることがで

きる．そのため，電話帳掲載名・業種コード・経度(X
座標)・緯度(Y座標)に着目した．PT調査が行われた年と

同じ 2018年のデータを扱った． 
 松下ら 23)の論文を参考にして，小ゾーンごとの小売業

種別の店舗数集計を行った．対象業種は，コンビニ，デ

パート・百貨店，食料品店，スーパー，娯楽品店，医

療・美容品店，衣料品店，家庭用品店，車両系店舗，美

容院の 10業種に分類した． 
e) 小売業施設の多様性 
 次に群衆生態学で使われる考え方であり，確率論にお

いて，群集の中での種ごとの個体数の配分，生物の群集

の豊かさを表す指標であるSimpsonの多様度指数 24)を用

いて，上記で集計した小ゾーンごとの小売業店舗種類の

多様性を求める．群衆生態学の概念を土木計画学に置き

換えると，小ゾーン内における小売業店舗種類の多様性

を表現できるのではないかと考えた．また，種類の数の

大小ではなく，多様性も大事である．その意味でも多様

性の指標として，Simpsonの多様度指数を用いた． 
 Simpsonの多様度指数は式(2)で表せる． 

1 − 𝜆𝜆 = 1 −�(
𝑛𝑛𝑖𝑖
𝑁𝑁

)2
𝑠𝑠

𝑖𝑖=1

 (2) 

Sは小ゾーン内の小売業種の総数，niは第i業種の小売

業店舗の数，Nは小ゾーン内の全小売業店舗数として算

出した． 
f) トリップ距離 

東京都市圏 PT 調査における出発地と到着地の緯度・

経度から，直線距離を算出した．ただし，地球の形状は

球体であるため，緯度に関しては，1 度あたりの距離は

経度が変わっても変化しないのだが，経度の 1度あたり

の距離は，緯度によって変わってしまう．そこで，国土

地理院の距離と方位角 25)を参考に次式で計算をした． 
𝑑𝑑 = 𝑅𝑅𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐−1(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑦𝑦1𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑦𝑦2 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦1𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦2cos (𝑥𝑥2 − 𝑥𝑥1))(3) 

 
このように 2 点間の距離𝑑𝑑は地球の半径𝑅𝑅とある地点 A
の(経度𝑥𝑥1,緯度𝑦𝑦1)と地点 B の(経度𝑥𝑥2,緯度𝑦𝑦2)から算出で

きる．この式で出発地から到着地までの直線距離を算出

した． 
 

3. ロジスティック回帰の結果 

(1) 統計別のロジスティック回帰の結果 
準備した説明変数が多いので，前章で説明した統計別

にロジスティック回帰を行った．目的変数は共通して

「代表交通手段が徒歩であること」か否かである． 
分析の単位は個々のトリップであるので，個人属性と移

動目的以外は，出発地と到着地の特徴がそのトリップの

代表交通手段に影響すると考えた．従って，トリップ属

性は，出発地と到着地を別々に行っている． 
a) 個人属性やトリップ属性 

性別，年齢階層，就業形態，移動目的，到着地及び出

発地の施設種類の 6項目別にロジスティック回帰を行っ

た結果を表-1から表-6に示す． 
性別は，女性であるダミー変数のオッズ比が1より大

きいが 1に近いため，男性に比べると女性は代表交通手

段が徒歩になる傾向がやや強いということがわかった． 
年齢階層は，まず，15歳から19歳，20歳から24歳，

25歳から 29歳，75歳から 79歳はオッズ比が 1以上であ

り，代表交通手段が徒歩である傾向がやや強いことがわ

かった．逆に，25 歳から 74 歳では，オッズ比が 1 未満

であるため，代表交通手段が徒歩である傾向が弱いこと

がわかった． 
就業形態は，園児・生徒・学生などが最もオッズ比が

大きい変数となった．続いて，専業主婦・主夫，無職，

会社等の役員と正規の職員・従業員が 1より大きいので，

これらの就業形態では，代表交通手段が徒歩になる傾向

が強いということがわかった．一方で，パート・アルバ

イトが最もオッズ比が小さい値となり，それ以外の就業

形態は，オッズ比が 1未満なので，代表交通手段が徒歩

である傾向が弱いことがわかった． 
 
表-1 性別(女性)を説明変数としたロジスティック回帰の結果 

 
 
表-2 年齢階層を説明変数としたロジスティック回帰の結果 
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表-3 就業形態を説明変数としたロジスティック回帰の結果 

 
 

表-4 移動目的を説明変数としたロジスティック回帰の結果 

 

 
表-5 出発地の施設種類を説明変数としたロジスティック回帰

の結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-6 到着地の施設種類を説明変数としたロジスティック回帰

の結果 

 
 
移動目的は，食事・社交へが最もオッズ比が大きく

なり，散歩・ジョギング・運動へ，通学先への順で大き

いため，これらの移動目的では，代表交通手段が徒歩に

なる傾向が強いということがわかった．一方で，デイサ

ービスへが最も小さいオッズ比で，続いて小さいのは販

売・配達・仕入れ・購入先へである．デイサービスは，

車での送迎が基本であるし，販売などは荷物が多いため，

これらの移動目的では，代表交通手段が徒歩になる傾向

が弱いということがわかった． 
出発地の施設種類では，飲食施設でオッズ比が4を超

えて最も大きく，続いて公園・自然地・スポーツ施設，

アミューズメント施設，事務所・会社・銀行の順にオッ

ズ比が大きいため，これらの施設を出発地とする移動は，

代表交通手段が徒歩である傾向が強いということがわか

った．これに対して，オッズ比が最も小さくなったのは，

高齢福祉施設で，次に，その他の業務系・工業系施設だ

ったので，これらの施設を出発地とする移動は，代表交

通手段が徒歩である傾向が弱いということがわかった． 
到着地の施設種類では，アミューズメント施設，公

園・自然地・スポーツ施設等，その他の商業施設，大規

模小売店，小規模小売店の順にオッズ比が大きいため，

これらの施設を到着地とする移動は，代表交通手段が徒

歩である傾向が強いということがわかった．これに対し

て，オッズ比が最も小さくなったのは，高齢福祉施設，

で次に，その他の業務系・工業系施設，飲食施設の順で，

これらの施設を到着地とする移動は，代表交通手段が徒

歩である傾向が弱いということがわかった． 
また出発地の施設種類と到着地の施設種類は，オッ

ズ比の大小に多少の違いはあるものの，全体的によく似

ていることもわかった．これは，ある施設に徒歩で到着

すれば徒歩で出発することが多いという当然の特徴を反

映しているからである． 
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b) 土地利用 
小ゾーンの土地利用割合を説明変数としたロジスティ

ック回帰を行った結果を表-7に示す． 
 

表-7 土地利用割合を説明変数としたロジスティック回帰の結

果 

 

 
小ゾーンにおける土地利用割合においては森林，建物

用地，道路，鉄道，ゴルフ場はオッズ比が 1より大きか

ったので，これらの土地利用割合が多いゾーンでの移動

は，代表交通手段が徒歩である傾向が強いということが

分かった．一方で，田，その他の農用地，荒地，その他

の用地ではオッズ比が 1より小さくなったので，これら

の土地利用割合が多いゾーンでの移動は，代表交通手段

が徒歩である傾向が弱いということが分かった． 
 
c) 事業所数と従業者数 
小ゾーンにおける事業所密度及び従業者密度を説明変

数としたロジスティック回帰を行った結果を表-8 と表-9
に示す． 

電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，卸売

業・小売業のオッズ比が 3を超えて大きく，続いて，学

術研究・専門・技術サービス業，医療・福祉のオッズ比

が 1よりかなり大きかったので，これらの事業所密度が

高いゾーンにおける移動だと代表交通手段が徒歩である

傾向が強いということがわかった．一方で，複合サービ

ス事業，生活関連サービス業・娯楽業はオッズ比が小さ

く，これらの事業所密度が高いゾーンにおける移動では，

代表交通手段が徒歩である傾向が弱いということがわか

った． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-8 小ゾーンにおける事務所密度を説明変数としたロジステ

ィック回帰の結果 

 
 

表-9 小ゾーンにおける従業者密度を説明変数としたロジステ

ィック回帰の結果 

 
 

小ゾーンにおける従業者密度の結果も類似していた．

不動産業，物品賃貸業，生活関連サービス業，娯楽業，

宿泊業，飲食サービス業の順にオッズ比が 1より大きか

ったので，これらの従業者密度が高いゾーンを出発地あ

るいは到着地としていると，代表交通手段が徒歩である

傾向が強いということがわかった．一方で，農林漁業，

電気・ガス・熱供給・水道業はオッズ比が小さく，これ

らの従業員密度が高いゾーンを出発地あるいは到着地と

していると，代表交通手段が徒歩である傾向が弱いとい

うことがわかった． 
つまり，事業所密度と従業者密度の双方で，第3次産

業では，代表交通手段が徒歩である傾向が強めで，第 1
次産業では，その傾向が弱くなるということがわかった． 
 
d) 小売業施設種類 
小ゾーンにおける各小売業施設を説明変数としたロジ

スティック回帰を行った結果を表-10 に示す．デパート

百貨店，コンビニエンスストア，医療・美容品店におい

てオッズ比が１より大きかったため，これらの種類の施

設が多いゾーンにおける移動だと代表交通手段が徒歩で

ある傾向が強いということがわかった．一方で，スーパ

ーマーケット，食料品店，車両系店舗はオッズ比が 1よ
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り小さくなった．そのため，代表交通手段が徒歩である

傾向が弱いということがわかった． 
 
表-10 小ゾーンにおける小売業施設種類を説明変数としたロ

ジスティック回帰の結果 

 
 

e) 小売業施設の多様性 
各小ゾーンにおける小売業施設の多様性を説明変数と

したロジスティック回帰分析を表-11に示す． 
 

表-11 小ゾーンにおける小売業施設の多様性を説明変数とし

たロジスティック回帰の結果 

 
 
小売業施設の多様性のオッズ比は 1より大きく，様々

な小売業店舗の種類があるゾーンにおける移動では代表

交通手段が徒歩である傾向が強いということがわかっ

た． 
 
f) トリップ距離 
トリップの出発地・到着地から算出した距離を説明変

数としたロジスティック回帰を行った結果を表-12 に示

す．説明変数であるトリップ距離のオッズ比が 1より小

さく，トリップ距離が長い移動だと徒歩を選択する傾向

が強いということがわかった． 

 

表-12 各トリップ距離を説明変数としたロジスティック回帰

の結果 

 
 

(2) すべての説明変数を対象としたロジスティック回

帰の結果 

前節で統計別にロジスティック回帰を行い，オッズ比

が大きく代表交通手段が徒歩になる傾向が強い説明変数

や，オッズ比が小さく代表交通手段が徒歩にならない傾

向が強い説明変数を探すことができた．そこで，それら

の説明変数をまとめてロジスティック回帰を行う．これ

により，本研究で準備した説明変数すべてを対象とした

ロジスティック回帰ができる． 
すべての説明変数を対象としたロジスティック回帰

を行った結果を表-13 に示す．その結果として，土地利

用については，建物用地はパラメータが正となり徒歩移

動を促進する変数だとわかる．一方で，他の土地利用の

変数に関しては，パラメータが負となり，徒歩に負の影

響を及ぼす事が分かった．特に田や農用地のパラメータ

が大きくそのような地域は，歩かず他の交通手段を利用

することが多いという結果となった． 
従業員数の変数に着目すると，多くの変数が負とな

ったうえに，有意ではないこともわかる．そのため，徒

歩に影響する変数としては，そこまで重要な変数ではな

いことが明らかになった．職業に着目すると，すべての

変数が負となった． 
次に移動目的に着目すると，かなり変数が消去され

たが，通学先へという目的のみ唯一パラメータが正の値

になった．確かに通学では，多くの学生が徒歩で移動す

る． 
次に，職業に関しては，多くの変数が負となった．

また，出発地・到着地の施設に関するオッズ比を見ると， 
公園・自然地・スポーツ施設＞宿泊施設・ホテル＞アミ

ューズメント施設＞飲食施設という順である．これらの

変数はオッズ比も 1から離れており，徒歩移動を促進し

ていることがわかる．商業施設関連の変数が徒歩に対し

て正の影響をもたらしている． 
また，到着地の施設の変数でも，公園・自然地・ス

ポーツ施設＞宿泊施設・ホテル＞アミューズメント施設

＞飲食施設といった順で徒歩に正の影響を及ぼしている

ことがわかる．商業施設関連の変数が徒歩に対して正の

影響をもたらしている．次に，詳細な店舗種類について

見るとコンビニエンスストア，デパート，医療・美容品

店，衣料品店，家庭用品店が多い地域は代表交通手段が

徒歩であることに寄与するとわかった．オッズ比を見る

と，デパー ト・百貨店はオッズ比が高く，徒歩の選択

に大きな影響を与えていることがわかる． 
また，小売業施設の多様性ではパラメータが正とな

った．この結果より，商業施設の種類が多様な小ゾーン

ほど，徒歩を選択する確率が高くなる事が分かった．ま

た，トリップ距離のパラメータが負となり，移動距離が

長いほど徒歩を選択する確率が減少する事も明らかにな

った．  
 

 

 

変数 パラメータ 有意水準 オッズ比

切片 -0.246 *** 0.782
小売業施設の多様性 0.181 *** 1.20

10%有意*　5%有意**　1%有意***
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表-13 すべての説明変数を対象としたロジスティック回

帰の結果 

 
 
4.  歩行傾向指標の算出 

前章までの分析で，代表交通手段が徒歩になること，

あるいは徒歩にならないことに大きく影響する説明変数

を選ぶことができたので，その結果を用いて，式(1)に
より歩行傾向指標を算出する． 
この歩行傾向指標は，ロジスティック回帰の結果得ら

れた回帰係数と，各ゾーンの特徴（ゾーン内在住者の個

人属性（性別，年齢，職業），土地利用，事業所密度，

従業者密度），小売業施設種類，小売業施設の多様性を

掛け合わせて合計した得点のようなものであると言える．

なお，PT 調査の施設種類は，小ゾーンの集計値が簡単

に得られないので，ここでの計算に含めていない． 
歩行傾向指標を場所で分類し，箱ひげ図で示したもの

を図-2，空間的分布を小ゾーンごとに図示したものを図

-3に，それぞれ示す． 
まず図-2より，東京都の23区と市町村，神奈川県の政

令市，埼玉県の政令市の歩行傾向指標の平均が高いこと

がわかる．特に，東京都の市町村は，多摩地域が含まれ

ているにもかかわらず値の分布が狭く，歩行傾向が全体

的に強いことが興味深い．また，神奈川県政令市も，最

大値が全調査区域内で最も高く，埼玉県政令市も，東京

都 23 区と同様に高いことから，これらの市内には歩行

傾向がかなり高いゾーンが多く含まれていることを示し

ている．一方で，千葉県の政令市は，他の政令市に比べ

て，第一四分位数が低いことから，他の政令市に比べて

歩行傾向が低めのゾーンが多く含まれていることを示し

ている．埼玉県の市町村，千葉県の市町村と茨城県南部

は，第二四分位数と第一四分位数と最小値が低いことか

ら，全体的に歩行傾向が低めである．千葉県の市町村に

は，房総半島が含まれているので最小値も全調査区域の

最小値と同じであることから，歩行傾向が低めであり，

茨城県南部は四分位範囲がかなり低いことから，これら

の地域の中では歩行傾向が低いゾーンが集まっているこ

とがわかる． 
 

 
図-2 歩行傾向指標の地域別箱ひげ図 

 
図-3 歩行傾向指標の空間的分布 

続いて図-3 より，歩行傾向指標が高いゾーンは，東京

23 区，横浜市，川崎市，千葉市，船橋市，さいたま市

などの都心部や主要都市中心部に多いこと，主要な鉄道

変数 パラメータ 有意水準 オッズ比

切片 2.72 *** 15.2

15歳から19歳 0.645 *** 1.91

20歳から24歳 0.296 *** 1.34

25歳から29歳 0.322 *** 1.38

職業_正規の職員・従業員数 -0.164 *** 0.849

職業_パート・アルバイト -0.728 *** 0.483

職業_その他 -0.264 *** 0.768

職業_園児・生徒・学生 -0.345 ** 0.708

職業_専業主婦・主夫 -0.173 *** 0.841

移動目的_通学先へ 0.410 *** 1.51

移動目的_他者の送り迎え -0.685 *** 0.504

移動目的_その他の私用へ -0.166 *** 0.847

出発地の施設_住宅・寮 0.268 *** 1.31

出発地の施設_医療施設 0.297 *** 1.35

出発地の施設_公園・自然地・スポーツ施設等 0.991 *** 2.69

出発地の施設_その他の生活系施設 0.223 *** 1.25

出発地の施設_大規模小売店 0.355 *** 1.43

出発地の施設_小規模小売店 0.109 *** 1.12

出発地の施設_宿泊施設・ホテル 0.774 ** 2.17

出発地の施設_飲食施設 0.693 ** 2.00

出発地の施設_アミューズメント施設 0.698 *** 2.01

出発地の施設_事務所・会社・銀行 0.418 *** 1.52

到着地の施設_住宅・寮 0.365 *** 1.44

到着地の施設_学校・保育・文化施設 0.373 *** 1.45

到着地の施設_医療施設 0.457 *** 1.58

到着地の施設_住公園・自然地・スポーツ施設等 1.53 *** 4.60

到着地の施設_その他の生活系施設 0.591 *** 1.81

到着地の施設_大規模小売店 0.501 *** 1.65

到着地の施設_小規模小売店 0.279 *** 1.32

到着地の施設_宿泊施設・ホテル 1.32 *** 3.73

到着地の施設_飲食施設 1.09 *** 2.97

到着地の施設_アミューズメント施設 1.30 *** 3.68

到着地の施設_その他の商業系施設 0.493 *** 1.64

到着地の施設_事業所・会社・銀行 0.446 *** 1.56

到着地の施設_官公庁施設 0.310 ** 1.36

土地利用_田 -1.73 *** 0.177

土地利用_その他の農用地 -1.27 *** 0.282

土地利用_建物用地 0.431 *** 1.54

土地利用_森林 -0.388 *** 0.679

従業者数_全産業(公務を除く) -0.00159 * 1.00

従業者数_農林漁業 -0.333 0.717

コンビニエンスストア 0.00601 *** 1.01

デパート・百貨店 0.0708 *** 1.07

食料品店 -0.00231 *** 1.00

娯楽品店 0.00195 *** 1.00

医療品店 0.00289 *** 1.00

衣料服店 0.000970 *** 1.00

車両系店舗 -0.00645 *** 0.994

美容院 -0.00109 *** 1.00

小売業施設の多様性 0.329 *** 1.28

トリップ距離 -0.00110 *** 1.00
10%有意*　5%有意**　1%有意***
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路線沿線に多いことがわかる．また，それ以外でも郊外

周縁部にいくつか歩行傾向指標が高いゾーンが散見され

ること，さらに，郊外部では東側の千葉県房総半島や茨

城県南部，埼玉県北部が低く，東京都西部や神奈川県西

部が高いことがわかる． 
以上のように，歩行傾向指標を地域別に集計したり，

地図上に表現したりすることで，この分布を調べること

ができる．そして，例えば，地方自治体やその中のある

地区での歩行傾向指標を，この全体の分布と比較するこ

とで，興味のある地区の歩行傾向の高低を評価し，都市

交通政策の評価の一部分とすることが可能である． 
 
 
5. 結論 

本研究では，東京都市圏 PT 調査の小ゾーンを分析単

位とした，ロジスティック回帰を行った．目的変数は，

2018 年の東京都市圏 PT 調査の個票データにおいて，

「代表交通手段が徒歩であること」か否かであり，説明

変数は，同調査の個人属性やトリップ属性，国土数値情

報の土地利用，経済センサス活動調査の営事業所数・従

業者数，小売業施設種類，小売業施設の多様性及びトリ

ップ距離である． 
その結果，出発地・到着地ともに商業施設関連の変数

が徒歩に対して正の影響をもたらしていることを明らか

にした．また，到着地の施設の変数では，宿泊施設・ホ

テルやアミューズメント施設や公園・自然地・スポーツ

施設等が徒歩に正の影響を及ぼしていることがわかる．

次に，詳細な店舗種類について見るとコンビニエンスス

トア，デパート，医療・美容品店，衣料品店，家庭用品

店が多い地域は代表交通手段が徒歩であることに寄与す

るとわかった． 土地利用分類において田や荒地に該当

する地域の積極的な整備を推進し，建物用地などのへの

転換を進めていくことや，パラメータが負となった，年

齢階層が 30 歳以上の年代に対象を絞った取り組みを推

進していくことが重要であると言える． 
また，歩行を促していく際には都市開発によってデパ

ートのような様々な種類を有する商業施設は勿論の事，

トリップ距離を短くするため，駅前に店舗を集中させる

ようなコンパクトシティのような取り組みや宿泊施設と

自然公園やアミューズメント施設を融合させた複合施設

を作ることで，その中での動きによって賑わいを創出で

きるのではないかと考えられる．そして，その複合施設

の中で，衣料服やデパートのような生活必需品などの並

ぶ店舗を入れることが徒歩を誘発する上では重要である． 
本研究の結果は，例えば，地方自治体が自分の地域の

歩行傾向を算出し，他の地域と比較しながら，歩きやす

いまちづくりを進めていくのに役立つ．また，政策評価

の際に，徒歩交通にかかわる指標として用いることも考

えられる． 
また，本研究の課題は 2つある． 
第一に，トリップ距離の算出方法である．トリップ距

離を出発地・到着地の緯度・経度から算出したが，これ

はあくまで 2点間の直線距離であるため，歩いた距離や

走った距離などではない．そのため，おおよその距離を

知るためには，本研究のやり方でもよいが，さらに詳し

くトリップ距離を見るには，道路の距離であったり，駅

から駅への線路を通った距離なども考慮する必要がある．  
第二に，土地利用分類における道路の扱いに関してで

ある．土地利用分類のロジスティック回帰分析を行った

所，オッズ比がかなり大きい値となってしまった．年齢

層や出発地と到着地が同じゾーン内での移動に絞った際

に何らかの要因（サンプル数が減少といった要因）が考

えられるが，明らかにすることができなかった． 
 

謝辞：本研究は，東京大学 CSIS共同研究（No. 4425）に

よる成果（利用データ：座標付き電話帳 DB テレポイン

ト，座標付き電話帳DBテレポイント 法人版）である． 
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ANALYSIS OF WALKING TRIP GENERATION FACTORS FOR WALKABLE 

COMMUNITIES 
 

Yuya NIIKURA, Shintaro TERABE, Hideki YAGINUMA, 
Haruka UNO, Yu Suzuki 

There is a growing trend to encourage people to walk to improve their health and stimulate economic 
activity. The purpose of this study is to identify the characteristics of areas where people are active in 
walking, by understanding the factors and individual attributes of people who walk as their representative 
mode of transportation in a Tokyo metropolitan area person-trip survey. Logistic regression analysis was 
conducted using the following explanatory variables: individual attributes, trip attributes, land use, business 
density, employee density, retail facility type, retail facility diversity, and trip distance. The results showed 
that areas with more convenience stores, department stores, medical/beauty stores, clothing stores, and 
household goods stores, as well as areas with a greater diversity of retail establishments, in particular, con-
tributed to walking as the representative mode of transportation. 
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